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■主要指標の動き■ 2024年10月11日時点（1週間前＝10月4日、3ヵ月前＝7月11日、6ヵ月前＝4月11日、1年前＝2023年10月11日） なお、休場の場合は直前の営業日のデータを使用
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指数に関する著作権等の知的財産権その他一切の権利は、当該指数の算出元または公表元に帰属します。

データは過去のものであり、将来の運用成果などを約束するものではありません。

※右表の為替ﾚｰﾄは原則としてﾆｭｰﾖｰｸの17時時点のものであり、弊社投資信託の基準価額の算定に
用いられるものと大きく異なることがあります。また、ビットコインのﾃﾞｰﾀもﾆｭｰﾖｰｸ17時時点です。

「利回り」変化のデータは、騰落率(%)ではなく、騰落幅*

（騰落率がプラスの場合は各通貨高、マイナス▲の場合は円高）

注8 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙREIT指数 ： S&PｸﾞﾛｰﾊﾞﾙREIT指数（ﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ）
注9 香港/ｵｰｽﾄﾗﾘｱREIT指数 ： S&Pの各地域/国REIT指数（ﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ、

現地通貨ﾍﾞｰｽ）注1 世界株価指数 ： MSCIｵｰﾙｶﾝﾄﾘｰﾜｰﾙﾄﾞ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､ﾈｯﾄ･ﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ）
注2 先進国株価指数 ： MSCIﾜｰﾙﾄﾞ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､ﾈｯﾄ･ﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ）
注3 先進国（除く日本）株価指数 ： MSCI-KOKUSAIｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､ﾈｯﾄ･ﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ）
注4 新興国株価指数 ： MSCIｴﾏｰｼﾞﾝｸﾞ･ﾏｰｹｯﾄ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､ﾈｯﾄ･ﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ）
注5 日本国債指数 ： FTSE日本国債ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（円ﾍﾞｰｽ）
注6 先進国（除く日本）国債指数 ： FTSE世界国債ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（除く日本、米ﾄﾞﾙ･ﾍﾞｰｽ）
注7 新興国債券指数 ： JPﾓﾙｶﾞﾝ･ｴﾏｰｼﾞﾝｸﾞ･ﾏｰｹｯﾂ･ﾎﾞﾝﾄﾞ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ･ﾌﾟﾗｽ（ﾍｯｼﾞなし･米ﾄﾞﾙ･ﾍﾞｰｽ）

週間 3ヵ月 6ヵ月 1年 23年末比

米ドル・インデックス 102.89 0.4 ▲ 1.5 ▲ 2.3 ▲ 2.8 1.5
米ドル 149.13 0.3 ▲ 6.1 ▲ 2.7 ▲ 0.0 5.7

カナダ・ドル 108.38 ▲ 1.1 ▲ 7.0 ▲ 3.2 ▲ 1.2 1.9
ユーロ 163.12 ▲ 0.1 ▲ 5.5 ▲ 0.8 3.0 4.8
英ポンド 194.88 ▲ 0.1 ▲ 5.0 1.3 6.1 8.5

スイス・フラン 173.98 0.4 ▲ 1.8 3.3 5.2 3.8
スウェーデン・クローナ 14.38 0.3 ▲ 5.0 0.6 5.1 2.8
アイスランド・クローネ 1.091 ▲ 0.5 ▲ 5.7 ▲ 0.1 0.9 5.2
ノルウェー・クローネ 13.94 ▲ 0.2 ▲ 5.9 ▲ 1.5 1.4 0.6
デンマーク・クローネ 21.86 ▲ 0.1 ▲ 5.5 ▲ 0.8 2.9 4.7

中国人民元 21.10 ▲ 0.5 ▲ 3.4 ▲ 0.3 3.2 6.2
香港ドル 19.19 0.3 ▲ 5.7 ▲ 1.9 0.6 6.3
台湾ドル 4.63 ▲ 0.3 ▲ 5.1 ▲ 2.5 0.0 0.5

韓国ウォン(100ウォン当たり) 11.04 0.2 ▲ 4.6 ▲ 1.7 ▲ 0.9 1.2
シンガポール・ドル 114.29 0.3 ▲ 3.4 0.9 4.5 7.0
マレーシア・リンギ 34.73 0.1 0.8 8.7 10.2 12.4

タイ・バーツ 4.50 0.7 2.2 7.1 9.9 9.6
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ･ﾙﾋﾟｱ(100ルピア当たり) 0.957 ▲ 0.3 ▲ 2.5 ▲ 1.0 0.8 4.6

フィリピン・ペソ 2.600 0.0 ▲ 6.2 ▲ 4.1 ▲ 0.8 1.8
ﾍﾞﾄﾅﾑ･ﾄﾞﾝ(100ドン当たり) 0.601 ▲ 0.1 ▲ 3.9 ▲ 2.1 ▲ 1.6 2.7

インド・ルピー 1.77 0.2 ▲ 6.7 ▲ 3.5 ▲ 1.1 4.3
オーストラリア・ドル 100.67 ▲ 0.3 ▲ 6.2 0.5 5.2 4.8

ニュージーランド・ドル 91.12 ▲ 0.5 ▲ 5.9 ▲ 0.9 1.5 2.3
ブラジル・レアル 26.62 ▲ 2.3 ▲ 8.8 ▲ 11.6 ▲ 9.8 ▲ 8.4
メキシコ・ペソ 7.73 0.2 ▲ 13.5 ▲ 17.1 ▲ 7.6 ▲ 6.9

ｺﾛﾝﾋﾞｱ･ﾍﾟｿ(100ペソ当たり) 3.54 ▲ 0.7 ▲ 11.2 ▲ 11.6 0.5 ▲ 2.6
チリ・ペソ(100ペソ当たり) 16.09 0.0 ▲ 7.4 0.3 0.4 0.5
ペルー・ヌエボ・ソル 39.72 ▲ 0.3 ▲ 6.0 ▲ 4.3 2.0 4.3

ロシア・ルーブル 1.56 ▲ 0.6 ▲ 14.1 ▲ 5.3 2.5 ▲ 1.2
ポーランド・ズロチ 38.00 0.5 ▲ 6.2 ▲ 1.5 8.5 6.1

ﾊﾝｶﾞﾘｰ･ﾌｫﾘﾝﾄ(100ﾌｫﾘﾝﾄ当たり) 40.63 ▲ 0.0 ▲ 7.3 ▲ 3.7 ▲ 0.9 0.1
ルーマニア・レイ 32.79 0.0 ▲ 5.5 ▲ 0.8 2.7 4.8

トルコ・リラ 4.34 0.2 ▲ 9.9 ▲ 8.5 ▲ 19.3 ▲ 9.3
南アフリカ・ランド 8.57 0.9 ▲ 2.9 4.8 8.2 11.2
エジプト・ポンド 3.07 ▲ 0.5 ▲ 7.3 ▲ 4.9 ▲ 36.5 ▲ 32.8
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日本国債　注5 330.39 ▲ 0.7 1.7 ▲ 1.1 ▲ 1.9 ▲ 3.3
先進国(除く日本)国債　注6 1,010.45 ▲ 0.6 2.3 5.2 9.3 1.5

新興国債券　注7 818.24 ▲ 0.5 3.7 6.9 20.1 8.1
日本国債2年物 0.416 0.042 0.073 0.151 0.352 0.363
日本国債10年物 0.952 0.066 -0.138 0.081 0.183 0.338
日本国債20年物 1.741 0.075 -0.210 0.069 0.192 0.352
日本国債30年物 2.167 0.081 -0.068 0.216 0.455 0.534

米国債2年物 3.957 0.033 -0.558 -1.005 -1.027 -0.294 
米国債10年物 4.101 0.133 -0.110 -0.488 -0.458 0.221
ドイツ国債2年物 2.235 0.032 -0.557 -0.727 -0.873 -0.169 
ドイツ国債10年物 2.265 0.055 -0.198 -0.198 -0.453 0.241

イタリア国債10年物 3.560 0.051 -0.224 -0.313 -1.109 -0.140 
スペイン国債10年物 3.014 0.046 -0.218 -0.270 -0.803 0.021
東証REIT(配当込み) 4,277.63 ▲ 1.1 0.1 ▲ 3.2 ▲ 3.9 ▲ 2.4

745.23 ▲ 0.7 9.1 15.6 26.6 10.6
855.43 ▲ 0.2 2.7 12.6 26.7 17.1

香港REIT　注9 573.08 ▲ 2.9 22.7 20.7 7.3 ▲ 8.2
オーストラリアREIT　注9 1,305.55 ▲ 1.1 10.5 13.1 42.5 24.4
北海ブレント原油先物 79.04 1.3 ▲ 7.4 ▲ 11.9 ▲ 7.9 2.6

WTI原油先物 75.56 1.6 ▲ 8.5 ▲ 11.1 ▲ 9.5 5.5
ニューヨーク金先物 2,676.30 0.3 10.5 12.8 41.8 29.2

CRB指数 290.99 ▲ 0.2 0.2 ▲ 1.5 4.9 10.3
シンガポール鉄鉱石先物 106.21 ▲ 2.2 ▲ 1.6 ▲ 1.9 ▲ 5.6 ▲ 24.2
S&P MLPﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ指数 8,910.22 ▲ 0.1 1.8 6.7 24.8 20.7
S&P BDCﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ指数 410.49 ▲ 0.1 ▲ 1.7 4.5 19.3 10.7

ビットコイン 63,002.15 0.9 9.5 ▲ 10.6 135.8 48.2
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(ﾍｯｼﾞなし･円ﾍﾞｰｽ)注8

週間 3ヵ月 6ヵ月 1年 23年末比

世界株価 注1 461.18 0.6 3.8 11.0 30.0 18.8
先進国株価 注2 11,781.00 0.9 3.8 10.9 30.6 19.2

先進国(除く日本)株価 注3 13,623.66 1.0 4.2 11.5 31.3 19.7
新興国株価　注4 617.94 ▲ 1.7 3.7 11.7 24.3 15.8
日経平均株価 39,605.80 2.5 ▲ 6.2 0.4 24.0 18.4

JPX日経インデックス400 24,779.75 0.5 ▲ 8.0 ▲ 0.3 19.1 15.9
TOPIX (東証株価指数) 2,706.20 0.5 ▲ 7.6 ▲ 1.5 17.3 14.4
東証プライム市場指数 1,392.63 0.5 ▲ 7.6 ▲ 1.5 17.2 14.4

東証スタンダード市場指数 1,240.47 ▲ 0.8 ▲ 3.1 ▲ 2.2 10.7 6.1
東証グロース市場指数 814.87 ▲ 1.5 ▲ 3.5 ▲ 7.3 ▲ 9.1 ▲ 8.5

NYﾀﾞｳ 工業株30種 42,863.86 1.2 7.8 11.5 26.8 13.7
S&P 500種 5,815.03 1.1 4.1 11.8 32.9 21.9

ナスダック総合 18,342.94 1.1 0.3 11.6 34.3 22.2
ナスダック100 20,271.97 1.2 0.3 10.7 33.0 20.5

ﾌｨﾗﾃﾞﾙﾌｨｱ半導体 5,335.94 2.5 ▲ 6.4 8.8 50.8 27.8
欧州　ｽﾄｯｸｽ･ﾖｰﾛｯﾊﾟ600 521.98 0.7 0.5 3.5 15.2 9.0

英国　FTSE100 8,253.65 ▲ 0.3 0.4 4.2 8.3 6.7
ユーロ圏　ユーロ・ストックス 515.28 0.7 0.6 1.0 16.7 8.7

ドイツ　DAX 19,373.83 1.3 4.5 7.9 25.3 15.7
中国　CSI300 3,887.17 ▲ 3.3 12.1 10.9 6.0 13.3
中国　上海A株 3,372.45 ▲ 3.6 8.3 6.0 4.5 8.1
中国　深圳A株 1,919.16 ▲ 4.8 13.3 6.6 ▲ 3.8 ▲ 0.2
中国　創業板 2,100.87 ▲ 3.4 24.7 17.9 4.8 11.1
香港　ハンセン 21,251.98 ▲ 6.5 19.2 24.3 18.8 24.7

台湾　加権 22,901.64 2.7 ▲ 6.1 10.4 37.4 27.7
韓国　KOSPI 2,596.91 1.1 ▲ 10.2 ▲ 4.1 6.0 ▲ 2.2

シンガポール　ST 3,573.76 ▲ 0.4 2.8 10.7 11.9 10.3
タイ　SET 1,470.10 1.8 10.6 5.3 1.0 3.8

インドネシア　ｼﾞｬｶﾙﾀ総合 7,520.60 0.3 3.0 3.2 8.5 3.4
フィリピン　総合 7,310.32 ▲ 2.1 10.6 9.5 16.9 13.3
ベトナム　VN 1,288.39 1.4 0.4 2.4 12.0 14.0

インド　SENSEX 81,381.36 ▲ 0.4 1.9 8.5 22.4 12.7
豪州　S&P/ASX200 8,214.51 0.8 4.1 5.1 15.9 8.2
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週間 3ヵ月 6ヵ月 1年 23年末比

ブラジル　ボベスパ 129,992.29 ▲ 1.4 1.3 2.0 11.1 ▲ 3.1
メキシコ　IPC 52,395.66 ▲ 0.4 ▲ 3.7 ▲ 7.8 4.1 ▲ 8.7

トルコ イスタンブール100 8,876.22 ▲ 2.6 ▲ 19.5 ▲ 9.6 6.5 18.8
南ｱﾌﾘｶ FTSE/JSEｱﾌﾘｶ全株 86,149.45 ▲ 0.2 6.2 14.4 16.7 12.0

エジプト　EGX30 30,762.32 ▲ 3.0 8.7 7.9 56.5 23.6

騰落率（%）
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の
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■先週の主な出来事■ （株式市場での反応を○、△、×の順で評価）

（信頼できると判断したデータをもとに日興アセットマネジメントが作成）

■今週の主な注目点■
欧州では、ECB(欧州中央銀行)が17日に政策理事会を開催するほか、EU首脳会議が17～18日に開かれ
る。米国では、10月のﾆｭｰﾖｰｸ連銀製造業景気指数(15日)、同月のﾌｨﾗﾃﾞﾙﾌｨｱ連銀景気指数、9月の小売
売上高および鉱工業生産(17日)、9月の住宅着工件数(18日)が発表されるほか、FRB(連邦準備制度理事
会)理事、地区連銀総裁の講演や討論会への参加などが予定されている。また、7-9月期決算の発表が本格
化する。中国では、7-9月期のGDPや9月の主要指標が18日に発表される。

日付
市場の

反応
国・地域 指標など（コメント）

中国当局、成長促進に向けた政策ﾊﾟｯｹｰｼﾞについて8日に会見へ

EU(欧州連合)は4日、中国製EV(電気自動車)に最大35%強の追加関税を課すと決定し

た。中国では6日、経済政策の決定において重要な役割を果たすとされる、国務院(政府)
の国家発展改革委員会が、成長促進に向けた政策ﾊﾟｯｹｰｼﾞについて8日に会見すると発

表された。中国本土は国慶節の連休最終日で休場だったが、香港株式は政策期待から
続伸した。日本では、前週末発表の米雇用統計が堅調な内容だったことを受け、円相場
が1ﾄﾞﾙ＝148円台と、前週末の東京市場での水準に比べ円安で推移したほか、国債利回

りが上昇したことなどから、輸出関連株や金融株などが買われ、株式相場が続伸した。

中東情勢の悪化懸念などから、原油先物が急伸、米長期金利は4%超え

ﾊﾟﾚｽﾁﾅ自治区ｶﾞｻﾞのｲｽﾗﾑ組織ﾊﾏｽがｲｽﾗｴﾙを奇襲攻撃して1年が過ぎたが、ｲｽﾗｴ

ﾙがﾚﾊﾞﾉﾝの親ｲﾗﾝ民兵組織ﾋｽﾞﾎﾞﾗを攻撃対象に加えたほか、ｲﾗﾝとの対立が深まる
中、ｲｽﾗｴﾙがｲﾗﾝの石油ｲﾝﾌﾗを攻撃するとの観測が強まるなど、中東情勢の一段の悪
化が懸念された。また、米南部に向かって大型ﾊﾘｹｰﾝが進んでいることもあり、原油先物
が続伸し、ﾆｭｰﾖｰｸでは8月26日以来の高値で引けた。欧米の国債利回りは、米大幅利

下げ観測の後退などから上昇し、一時、米2年債で4.02%台と、8月下旬以来の高い水準

となったほか、同10年債では7月末以来の4%台乗せで引けた。欧州では、金融株などが

買われ、株式相場が小幅に上昇した国が目立ったが、米国では、長期金利の上昇や中
東情勢の悪化懸念などから、ﾊｲﾃｸ株を中心に株式相場は反落した。

国家発展改革委員会の発表に追加景気刺激策は含まれず

中国では、国家発展改革委員会が、2025年に予定されている1,000億元の政府投資の

年内への前倒し、特別地方債で調達した資金の使用を認める分野の拡大など、公共投
資を加速させると発表した。ただし、市場で期待されていた追加の大規模な景気刺激策が
見送られたことから、香港株式が大幅反落となった。大型連休明けとなった中国本土で
は、株式相場は続伸したが、上げ幅を縮小して引けた。また、人民元が対ﾄﾞﾙで売られた。
日本では、8月の実質賃金が前年同月比▲0.6%と、3ヵ月ぶりのﾏｲﾅｽとなった。賞与に

よる伸びの押し上げ効果が前月より低下したほか、物価の上昇幅が拡大したことなどが影
響した。株式相場は、前日の米株安や中東情勢への懸念などから反落した。

中国、EU産ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｰに追加関税を課すと発表

中国商務省が、EU産のﾌﾞﾗﾝﾃﾞｰに対し、事実上の関税の上乗せを発表したほか、EUか

ら輸入する大型ｴﾝｼﾞﾝ搭載車に対する関税引き上げを検討していることを明らかにした。
中国で追加景気刺激策が発表されなかったこともあり、欧州では、蒸留酒ﾒｰｶｰのほか、
高級ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ銘柄や資源株も売られ、株式相場が総じて反落した。米国では、原油先物が
反落したことなどを受け、半導体関連株を中心にﾊｲﾃｸ株が買われ、株式相場が反発し
た。外国為替市場ではﾄﾞﾙが堅調となり、円相場は148円台に下落した。原油先物は、ﾚﾊﾞ

ﾉﾝの親ｲﾗﾝ民兵組織ﾋｽﾞﾎﾞﾗの幹部がｲｽﾗｴﾙとの衝突の収束に向けた取り組みを支持す
ると述べたことや、米EIA(ｴﾈﾙｷﾞｰ情報局)が2025年の原油の需要･価格見通しを引き下

げたことなどから反落した。また、金先物も、米長期金利の上昇など受けて下落した。

中国財務相、景気下支えに向けた財政政策の強化について12日に会見

中国では、財政政策の強化策について、12日に財務相が会見すると発表された。株式市

場では、同発表が好感される場面もあったが、中国本土株式は前日までの急伸の反動か
ら大幅安、香港株式も持ち高調整の売りなどから続落となった。日本では、前日の米株高
や円安が好感されたほか、中国財務相の会見への期待などもあり、株式相場が反発し
た。なお、衆院が解散され、臨時閣議で衆院選の投開票日が27日と決まった。

× ｱｼﾞｱ

× 欧米

8日

（火）

ｱｼﾞｱ△
9日

（水）

○ ｱｼﾞｱ

× 世界

10月
7日

（月）

利下げは緩やか、景気は軟着陸との観測が拡がる

ﾀﾞﾗｽ連銀総裁が緩やかなﾍﾟｰｽでの利下げを支持するとの見解を示した。また、9月の
FOMC(連邦公開市場委員会)の議事要旨が公表され、一部の参加者が0.25ﾎﾟｲﾝﾄの利

下げが好ましいとの認識を示したことが明らかになったほか、他の数人もそうした決定を支
持した可能性があったことが示唆された。欧米の国債利回りが上昇し、米10年債では一

時、4.07%台と、7月末以来の高い水準となった。欧州株式は中国の財政政策への期待

などもあり反発、米国株式もﾊｲﾃｸ株などにけん引されて続伸した。また、ﾄﾞﾙが買われ、ﾄﾞ
ﾙ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽが8月半ば以来の高値をつけた一方、円相場は149円台に下落した。

中国、機関投資家による株式購入の支援に向けた制度が始動

中国では、機関投資家による株式購入の支援に向けて流動性を提供するｽﾜｯﾌﾟ制度が
始動した。同制度は、景気刺激策の一環として前月に発表されていた。財政政策が追加
されるとの期待などもあり、中国本土･香港株式が反発した。日本では、前日の米株高な
どを背景に株式相場が続伸した。また、米長期金利の先高観などを背景に国債利回りが
上昇し、10年債では0.955%と、8月初め以来の高い水準となった。

消費者物価指数は予想を上回る、失業保険申請件数は予想以上に増加
9月の消費者物価指数は予想を上回り、それでも全体では前年同月比+2.4%と、2021年
2月以来の低い伸びとなったが、ｺｱでは+3.3%と、前月の伸びを上回った。5日までの週

の新規失業保険申請件数は予想以上に増加(悪化)した。また、ｱﾄﾗﾝﾀ連銀総裁は、ﾃﾞｰ

ﾀによって適切と示されるのであれば、11月に政策金利が据え置きとなっても問題ないと

の見解を示した。国債利回りは、ｲﾝﾌﾚ率が予想を上回ったことや地区連銀総裁の発言な
どを受けて上昇する場面もあったが、引けでは短期債を中心に低下した。株式相場は、景
気敏感株の一角が売られたほか、利益確定売りなどもあり、反落した。外国為替市場では
円相場が148円台に上昇した。また、ｲｽﾗｴﾙが前週のｲﾗﾝによるﾐｻｲﾙ攻撃への対応を

決めると伝わり、中東情勢悪化への警戒感などから原油先物が急伸した。

仏政府、財政赤字削減に向けた予算案を発表

ﾌﾗﾝｽ政府が、財政赤字を2025年にGDP比5%へ縮小することをめざし、歳出削減と、大

企業や富裕層などへの増税による600億ﾕｰﾛの収支改善策を盛り込んだ2025年度予算

案を発表した。同国にとどまらず、ﾕｰﾛ圏の国債利回りが上昇した。また、大手格付会社
の1社が、市場の引け後にﾌﾗﾝｽの格付見通しを｢安定的｣から｢弱含み｣に引き下げた。

卸売物価指数の前年比伸び率、全体では鈍化、コアでは加速
9月の卸売物価指数は、全体で前年同月比+1.8%と、予想を上回ったものの、3ヵ月連続

で伸びが鈍化した一方、ｺｱでは+2.8%と、2ヵ月連続で伸びが加速した。また、10月のﾐｼ

ｶﾞﾝ大学の消費者調査の速報では、信頼感指数が前月比▲1.2ﾎﾟｲﾝﾄの68.9と、3ヵ月ぶ

りの低下となったほか、1年先の期待ｲﾝﾌﾚ率は2.9%と、5ヵ月ぶりに高まった。国債利回り

は、11月の利下げ観測などを背景に短期債では低下したが、期待ｲﾝﾌﾚ率の上昇や株高

などを背景に長期債では上昇した。米国株式は、金融大手から予想を上回る業績発表が
相次いだことを受けて金融株を中心に上昇し、ﾆｭｰﾖｰｸ･ﾀﾞｳ工業株30種、S&P500の両

指数が最高値を更新した。欧州株式も上昇した。外国為替市場では、円相場が149円台

に反落した。また、11月の米利下げ観測などを背景に金先物が買われた。
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△ 米国
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